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医療機器管理の取り組み  

年度 取り組み内容等 管理機器増加等 

1998  入職  一部の人工呼吸器，輸液ポンプ，除細動器 
 シリンジポンプ，チャンネル管理 

2001  入院棟A開院，中央管理化開始， 
 院内PHS調査 

 人工呼吸器，輸液ポンプ，シリンジポンプ  
 除細動器，ネブライザー，低圧持続吸引器 
 電気メス等 

2002  医療機器管理業務専従 
2003  定期点検開始，使用中点検開始 

2004  購入業務開始，輸液ポンプ集中修理 
 携帯電話調査  間欠的空気圧迫装置，SpO2モニタ 

2005  輸液ポンプ使用実績調査 
 輸液ポンプ集中修理  補助循環装置，AED 

2006  更新経費の確保，要望書対応 
 RST運用開始，輸液ポンプ使用制限 

 セントラルモニタ，ベッドサイドモニタ 
 送信器，人工鼻導入 

2007  医療機器安全管理責任者 
 携帯電話限定使用解禁 

 体外式ペースメーカ，EtCO2導入 
 人工呼吸器更新 

2008  医療機器安全管理料1 
 医療安全対策センター兼務  重症フロアモニタ更新，人工呼吸器更新 
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「臨床工学技士」とは、厚生労働大臣の免許を受
けて、臨床工学技士の名称を用いて、医師の指示
の下に、生命維持管理装置の操作及び保守点検を
行うことを業とする者をいう。 
※「生命維持管理装置」とは、人の呼吸、循環又
は代謝の機能の一部を代替し、又は補助すること
が目的とされている装置をいう。 

臨床工学技士とは？ 

医療機器の中央管理業務 

血液透析/特殊血液浄化業務 

人工心肺/手術室業務 血管撮影室業務 

臨床工学技士？ 
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臨床工学技士 

臨床技術提供 
・生命維持管理装置の操作 
・使用中点検など 

医療機器管理 
・終業点検，定期点検等 
 の適切な実施 
・定期メンテナンスの実施 
・情報の管理 

教 育 
・安全教育講習会の開催 

医療機器の操作，管理を通して医療安全の確保へ！ 
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臨床工学技士の役割 

近年は病院内の電波管理者としての役割も期待！ 
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本日の内容 
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 1.医療機関における携帯電話等の 
      使用に関する指針  
 2.携帯電話使用指針の根拠となる 
    医療機器への影響        
 3.医療機関において安心・安全に 
      電波を利用するための手引  
 4.医療機関内での電波の使用例と 
      管理体制構築への課題  
 5.医用テレメータの管理の実際 
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はじめに 
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・平成26年8月19日に電波環境協議会から 

 「医療機関における携帯電話等の使用に関する指針」 

  が公表されました。 

  http://www.emcc-info.net/info/info2608.html  
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新指針と旧指針の大きな違い 
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【旧指針】 
 ⇒待合室など医療機関側が認めた区域でのみ使用可能 
 ⇒手術室、集中治療室、検査室、診察室、病室、処置室 
  等では、電源を切ること 
 ⇒医療用ＰＨＳ端末も手術室、集中治療室等では電源を 
  切ること 
 
 
 
 
 
 
 
 

【新指針】 
 ⇒病室等では使用可能、離隔距離の設定（1ｍを目安） 
 ⇒手術室、集中治療室、検査室、治療室等では 
  電源を切ること 
 ⇒医療用ＰＨＳ端末の手術室、集中治療室等での使用 
  にあたっては、影響がないことを確認した上で使用 
  ただし、端末を機器の上に置くことは禁止 
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指針のポイント 
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・アンケート結果から、医療機器への影響事例は極めて少なく、医療 
 機関内で制限なく使用できることが望まれている。 
 
・実機による実験結果では、最大干渉距離は18ｃｍであった。 
 （最大出力状態） 
 
・推奨している離隔距離は、規格（JIS T 0601-2）が担保している 
 約1ｍであるが、独自の調査や電波状況の改善により、1ｍ以下  
 （制限なしも含む）に設定できる。 
 
・屋内アンテナを配置することにより、電波状況が改善され、携帯電  
 話の電波出力は小さくでき、医療機器への影響の心配は無くなる。 
 
・病院の一般利用者（患者、家族、その他の外来者）と病院スタッフ 
 のルールを区別した。 
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新指針の目的・背景 

9 

医療機関における携帯電話等の使用  

 ⇒平成9年 不要電波問題対策協議会（現・電波環境協議会）から公表された指針 

 「医用電気機器への電波の影響を防止するための携帯電話端末等の使用に関する指針」 

  平成18年 日本生体医工学会医療電磁環境研究会「携帯電話の院内使用に関する手引書」 

      を参考にしつつ、マナーの問題等を総合的に勘案して、各医療機関において独自のルー ル 
 
社会的な変化 

 ①携帯電話等の日常生活への浸透（携帯電話端末契約数:平成9年：約 2,000万件⇒平成26年：1.4億件）  

 ②第二世代の携帯電話サービスの廃止  

 ③医療機器の電磁的耐性（イミュニティ）に関する性能の向上等 

 ④携帯電話等（スマートフォン、タブレット等を含む）の無線通信機器の積極的活用は、 

  医療の高度化・効率化や患者の利便性・生活の質（ＱＯＬ）の向上に大きな効果が見込まれる 

   ⇒安全を確保しつつその推進を図ることが非常に重要 
 
新指針の目的 

 医療機関でのより安心・安全な携帯電話等の無線通信機器の活用 

         （有識者、医療関係団体、携帯電話各社や関係省庁等による検討を行い作成） 

 携帯電話等の使用に関する合理的なルールが定められることを期待  

 

  本指針の公表にともない、平成９年に不要電波問題対策協議会から公表した 
                 「医用電気機器への電波の影響を防止するための携帯電話端末等の使用に関する指針」は廃止  
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新指針の対象 
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 医療機関を対象にしているが、背景事実や考え方を共有するため、幅広く認知 

 されることが望まれる。  

 対象とされる医療機器は医療機関内で使用される診断・治療用の医用電気機器。 

 在宅医療で使用される医用電気機器ついては、直接の対象とはしていないが、   

 本指針及び「医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成 26 年  

 8 月 19 日）」の 情報を参考としつつ、影響の防止に取り組まれることが期待 

 される。 

 医療機関外でも使用されるペースメーカ等の植込み型医療機器への電波の影響 

 の防止については、総務省 の「各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器 

 へ及ぼす影響を防止するための指針」 を参照すること。  

   ⇒医療機関内で使用される医療機器と植込み型医療機器を区別 

 ⇒専門家の管理下で使用されるかどうか。植込み型はよりリスクが高いと考えら 

  れるので、別に指針を作成 

※新たな規制等を導入するものではない 
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医療機関利用者向けの携帯電話端末使用ルールの設定 
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患者の利便性・生活の質の 向上のためには、医療機関での携帯電話端末の使用は、 

 可能な限り認められることが望ましい。 

医用電気機器は、携帯電話端末がごく近接して使用された場合には 

 動作への影響を受けるおそれ。 

通話時の音声、着信音、操作音等に関するマナーの問題も懸念。  

医療機関における携帯電話端末の使用に際しては、一定の使用制限を設けるなど、 

 使用に関して適切なルールが定められる必要がある。 

一般的な注意事項及び使用ルール設定の考え方を示す。 

医療機関によって医用電気機器の種類、施設等の状況が異なるため、具体的な  

 ルールは、各医療機関において、本指針を参考に、各機関個別の状況等も総合 

 考慮しながら適切に設定すること。 
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一般的な注意事項 
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① 離隔距離の設定 

② マナーの観点 

   他の患者の静養を妨げるおそれがあるため、各医療機関においてマナーの 

   観点を考慮した使用制限を設けることが適切 

③ 個人情報、医療情報の保護 

   個人情報の保護、医療情報漏えいの防止の観点から、医療機関での 

   録音、カメラ機能の使用は、原則として控えられることが適切  

④ ＥＭＣに関する体制の充実 

   医療機関においては、良好なＥＭＣ環境の実現に関する担当者を設置する 

   ことが望ましい。 
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離隔距離の考え方 
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携帯電話端末からの電波は、端末からの距離が遠くなるにつれて減衰 

  ⇒ 一定の離隔距離を確保すれば、医用電気機器への影響は防止 

医用電気機器に密着して使用した場合は大きな影響が発生するおそれ 

  ⇒ 医用電気機器の上に携帯電話端末を置くことは禁止 

離隔距離については、医用電気機器の電磁両立性に関する国際規格で用いられ   

 ている推奨分離距離等を参考にして、影響が懸念される医用電気機器から 

 １ｍ程度離すことを目安とすることができる。 

各医療機関において独自に行った試験の結果や医用電気機器の取扱説明書からの 

   情報等をもとに安全性を確認している場合は、１ｍ程度よりも短い離隔距離を設 

   定することができる。 
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1mの科学的根拠 
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医用電気機器のEMC規格である JIS T 0601-1-2 
    医用電気機器（非生命維持機器）の放射磁界に対するイミュニティ 3V/m 
  の電界強度に耐えることを要求 
  ⇒ JIS T 0601-1-2をクリアしていれば、この電界強度以下の電磁環境下での 
    使用は問題ない 
       ⇒一般的に放射する電波の電界強度 E[V/m]を求める式は、出力P[W]、 
           推奨分離距離r [m]とすると E=7×√P / r（理想的な場合） 
  ⇒ E=3V/m、P=0.25W（第3世代携帯電話の最大出力）とすると、r≒1.15m 
   となる。実際の携帯電話端末では、相対利得が ―2dB(≒0.794)であるので、 
   これを考慮すると、r≒0.92mとなる。 
  ⇒生命維持機器では、 E=10V/mの電界強度に耐えることを要求 
   同様に計算すると、r≒0.35m（ ―2dBで約0.28m） 
   ⇒安全係数を高く見積もり、約3倍の安全率を考慮して、 
    非生命維持機器と同じ距離に設定 
  ⇒生命維持機器も非生命維持機器も推奨される離隔距離は約1m 
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1mの科学的根拠 
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 1mはあくまでも規格で担保されている離隔距離 
  ⇒この距離を保てないと医用電気機器への影響があるという意味ではない。 
 今回の実験調査において、診療行為へ影響を与える事象の最大距離は  
  輸液ポンプの場合の18cmであった。 
  ⇒全ての医用電気機器を網羅した結果ではないが、1mは一つの目安 
 利用者にとって理解しやすい距離とすべき 
 医療機関内の古い医用電気機器（現行の携帯電話で使用されている全ての 周波 
     数では試験評価をされていない JIS T 0601-1-2:2002（第 1 版）適合製品や、 
    JIS規格が存在しない更に古い時期の製品）は、念のため注意が必要 
 この距離での診療目的が達成できないような影響の発生はこれまで確認された 

    ことがないが、スピーカーの異音、表示装置への影響等、診療目的は維持され 

    るが擾乱状態となる事象は発生する場合があり得ることには注意が必要 
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エリアごとの使用ルールの設定 
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場所 
通話
等 

メール・
Web等 

エリアごとの留意点 

待合室、ロビー、食堂、廊下、 
エレベーターホール 等  

○ ○ 

・医用電気機器からは設定された離隔距離以上離すこと 
・使用が制限されるエリアに隣接する場合は、必要に応じ、 
 使用が制限される 
・歩きながらの使用は危険であり、控えること 

病室等 △ ○ 

・医用電気機器からは設定された離隔距離以上離すこと 
・多人数病室では、通話等を制限するなどのマナーの観点 
 からの配慮が必要 
・メール・ＷＥＢ閲覧等の使用は他の患者の静養を妨げる 
 可能 性は低いと思われるが、必要に応じ、夜間の使用を 
 禁止するなどの制限を設定  

診察室 × 

△ 
（電源を切
る必要はな

い） 

・電源を切る必要はない（ただし、医用電気機器からは設 
 定された離隔距離以上離すこと） 
・診察の妨げ、他の患者の迷惑にならないよう、使用を 
 控えるなどの配慮が必要  

手術室、集中治療室 
（ICU 等）、検査室、治療室 等  

× × 
・使用しないだけでなく、電源を切る（または電波を発射 
 しないモードとする）こと  

携帯電話コーナー、 
携帯電話専用室 等 

○ ○ 
携帯電話端末を使用できる場所が少ない場合は、利便性・
生活の質の向上のために、適切な場所に携帯電話使用コー
ナーが設けられることが望ましい。 

※慢性透析療法を行う部屋の場合は、利用者のQOLを考慮して、病室等のエリアに該当すると考えてルール作りをするのが現実的 
※1mの離隔距離が困難な場合には、独自の調査をして、より短い距離を設定するか、電波環境を調査して、携帯電話の出力が十分に 
  小さくなる場所かを確認することが必要 
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医療従事者向けの携帯電話端末使用ルールの設定 
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 医療従事者向けの使用ルールもあわせて設定 

 医療業務の迅速かつ最適な遂行に資するものであるため、医用電気機器への影   

    響の防止に関する教育が十分になされることを 前提として、通話等を含めて原 

    則として使用可能 

 手術室 などのエリアにおける使用については、独自に試験を行った場合はその 

  試験結果や取扱説明書からの情報等をもとに、当該エリアにおける医用電気機 

    器へ影響を及ぼさないことを確認 

 出力電力の低いシステム（医療用 ＰＨＳ等）を導入することも有効 

 医療業務用の携帯電話端末を使用する場合は、専用のストラップを装着するな  

  どにより、利用者がルールを混同することを防ぐための対策を施す 

 医療従事者の私用携帯電話端末の使用は、医療従事者と利用者が双方存在する 

    エリアでは、原則として利用者と同じルールを適用することが適切 

 医療従事者のみが立ち入り可能なエリアでは、医用電気機器、マナーについて 

    考慮すべき利用者が存在しないため、携帯電話端末は使用可能  
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医療機関での携帯電話端末の使用ルールの周知 
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使用ルールが遵守されるためには、利 

 用者、医療従事者、 関係業者等に十分 

 周知することが必要 

利用者に対しては、配布物等により説 

 明、目につきやすい場所に使用ルール 

 について分かりやすい掲示 

掲示には、通話等に ついての使用ルー 

   ルとそれ以外のメール・ＷＥＢ閲覧等 

 の使用ルールを区別 

医療従事者や関係業者については、率 

 先してルールを遵守することが求めら 

 れるため、特に周知徹底 
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携帯電話端末以外の無線通信機器の使用 
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（１）ＰＨＳ  

 医療従事者向けに製造された医療用ＰＨＳ端末は、原則として使用が可能と考え  

 られるが、手術室、集中治療室（ＩＣＵ等）等での使用に当たっては、各医療機  

 関において独自に試験を行った場合はその試験結果、あるいは医用電気機器の  

 取扱説明書からの情報等をもとに、当該エリアにおける医用電気機器へ影響を及 

 ぼさないことを確認すること。また、端末を医用電気機器の上に置くことは禁止 

 すること。  

 

（２）無線ＬＡＮ  

 ほぼ、ＰＨＳと同様の扱い。 

 利用者が無線ＬＡＮ機器を医療機関で使用した場合、医療機関で使用している無  

 線ＬＡＮに混信等の障害が発生するおそれがある。 そのため、来訪者が持ち込 

 んだ無線ＬＡＮ機器の使用の制限や、医療機関で用意した一般来訪者用ＬＡＮの 

 使用推奨などの 対策を講じる必要がある。 
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医療機関の管理体制の充実  
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安全・安心に無線通信機器を活用可能とするため、ＥＭＣ環境の管理について留 

 意することが必要である。特に、生命維持管理装置などの高度医療機器を多数使 

 用する特定機能病院においては、積極的に取り組まれることが期待される。 

  

（１）ＥＭＣ管理者の配置 

 医療機関のＥＭＣについて継続的に取り組む担当者（ＥＭＣ管理者）が配置され 

 ることが望ましい。ＥＭＣ管理者には、臨床工学技士、医療機器安全管理責任者 

 等が兼任することが考えられ、臨床ＭＥ専門認定士など、ＥＭＣに関する知識を 

 有する者の配置が望ましい。  

 【臨床ＭＥ専門認定士】 

  ＭＥ機器・システムおよび関連設備の保守・安全管理を中心に、それらを総合  

  的に管理できる専門知識・技術を有し、臨床の場において、その知識や技術  

  を発揮し、また他の医療従事者に対して教育・指 導ができる資質を臨床ＭＥ 

  専門認定士合同認定委員会（日本生体医工学会、日本医療機器学会）から認定 

  された者 
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医療機器安全管理責任者とは？ 
・誰がなれるの？ 
   医療機器の適切な使用方法，保守点検の方法等，医療機器に関する十分な経験及び知識を  
 有する常勤職員．医師，歯科医師，薬剤師，助産師，看護師，歯科衛生士，診療放射線技師，  
 臨床検査技師又は臨床工学技士のいずれかの資格を有していること．病院管理者との兼務は  
 不可．（病院，診療所または助産所に設置義務） 
・その業務は？（医療安全管理責任者の統括の下） 
   1．従業者に対する医療機器の安全使用のための研修の実施． 
   2．医療機器の保守点検に関する計画の策定及び保守点検の適切な実施． 
   3．医療機器の安全使用のために必要となる情報の収集その他の医療機器の安全使用を目的 
   とした改善のための方策の実施． 

・対象となる医療機器は？ 
   医薬品医療機器等法第2条第4項に規定する病院等が管理する医療機器の全て．貸し出しさ 
  れた医療機器や在宅で使用する医療機器も含まれる． 

・具体的には？ 
 1．新しい医療機器の導入時の研修の開催 
 2．定期研修の開催（年2回程度）*特定機能病院について 

 3．保守点検計画の策定と適切な実施 
 4．添付文書等の管理 
 5．医療機器に係る安全性情報等の収集 
 6．病院管理者への報告  

特に重要である医療機器とされるのは 
・人工心肺装置及び補助循環装置 
・人工呼吸器 
・血液浄化装置 
・除細動装置（AEDを除く） 
・閉鎖式保育器 
・診療用高エネルギー放射線発生装置 
・診療用粒子線照射装置（Ｈ20年3月より） 
・診療用放射線照射装置 
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臨床工学技士の配置状況 

  薬剤師 看護師 診療放射線 
技師 

臨床検査 
技師 ＣＥ 

分析対象病院数 8,157  
常勤換算数 40,732  670,848  37,553  47,175  13,833  

平均人数，標準偏差  5.0  ±7.1  82.2  ±130.8  4.6  ±7.4  5.8  ±11.3  1.7  ±3.8  
最大人数  98.2  1,301.9  82.8  207.0  67.0  

  

 いる病院数，割合 8,122  99.6% 8,153  100.0% 7,200  88.3% 6,341  77.7% 2,743  33.6% 

平均人数，標準偏差 5.0  ±7.1  82.3  ±130.8  5.2  ±7.7  7.4  ±12.3  5.0  ±5.2  

全病床に対する割合 99.9% 100.0% 92.9% 87.7% 49.6% 

 いない病院数，割合 35  0.4% 4  0.0% 957  11.7% 1,816  22.3% 5,414  66.4% 
全病床に対する割合 0.1% 0.0% 7.1% 12.3% 50.4% 

（2011年データ） 

・薬剤師、看護師については、ほぼ全ての病院で配置がされていたが、診療放射線技師、臨床検査技師、 

 ＣＥについては、 いない病院もある程度の割合であった。 

・ＣＥは他の職種と比較して、いない病院の割合が高く（65％以上）、半数の病床でＣＥが不在である 

 状況にあった。 
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医療機器安全管理責任者の職種 

全病院 
(n = 8,157)  

CE ＋ 
 (n = 2,743)  

CE － 
(n = 5,414)  

医師, 3,045

CE, 1,353

看護師, 
1,763

診療放射線

技師, 1,134

臨床検査

技師, 470
その他, 392

医師, 977

CE, 1,353

看護師, 120

診療放射線

技師, 150

臨床検査

技師, 84
その他, 59

医師, 2,068

看護師, 
1,643

診療放射線

技師, 984

臨床検査

技師, 386
その他, 333

2008 

37.3% 

16.6% 
21.6% 

4.4% 

49.3% 

35.6% 

38.2% 

30.3% 

13.9% 

5.8% 

4.8% 

5.5% 

2.2% 

3.1% 

18.2% 

7.1% 
6.2% 

医師, 2,849

CE, 1,513

看護師, 
1,899

診療放射線

技師, 1,178

臨床検査

技師, 500
その他, 218

医師, 922

CE, 1,513

看護師, 88

診療放射線

技師, 99

臨床検査

技師, 102
その他, 19

医師, 1,927

看護師, 
1,811

診療放射線

技師, 1,079

臨床検査

技師, 398
その他, 199

2011 

34.9% 

18.5% 
22.3% 

33.6% 

55.2% 

3.2% 

33.5% 

35.6% 

14.4% 

6.1% 

2.7% 

3.6% 

3.7% 

0.7% 

19.9% 

7.4% 
3.7% 
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医師↓、CE↑、
看護師等↑ 

医師↓、CE↑↑、 
看護師等↓ 

医師↓、 
看護師等↑ 

P < 0.001 

P < 0.001 

P < 0.001 
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病床数による臨床工学技士の配置状況 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20-99

100-299

300-499

500-799

＜800

総計

15.2%

35.1%

61.5%

78.4%

89.4%

33.6%

84.8%

64.9%

38.5%

21.6%

10.6%

66.4%

CE+
CE-
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医用電気機器メーカに期待される事項 

医用電気機器のＥＭＣについては、取扱説明書に注意すべき点等や技術的説明文 

 書に推奨分離距離を含めた説明を記載すること 

医用電気機器のＥＭＣに関する情報について、医療機関のＥＭＣ管理者の判断に 

 資する情報を分かりやすいかたちで提供 

納入した医用電気機器について医療機関から電磁波が原因と疑われる影響発生の 

 連絡を受けた場合には医療機関等と協働し、原因究明等に取り組む 

電磁的耐性が更に向上した医用電気機器の開発が必要であることから、医用電気 

 機器メーカは今後、積極的に取り組むべき 

携帯電話事業者に期待される事項 

医療機関における携帯電話端末の使用上の注意について、ホームページや取扱説 

 明書の記載等により利用者への周知を積極的に行う 

医療機関から電波が原因と疑われる影響発生の連絡を受けた場合には、医療機器 

 メーカ等と協働して原因究明等に取り組むこと  
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本日の内容 
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 1.医療機関における携帯電話等の 
      使用に関する指針  
 2.携帯電話使用指針の根拠となる 
    医療機器への影響        
 3.医療機関において安心・安全に 
      電波を利用するための手引  
 4.医療機関内での電波の使用例と 
      管理体制構築への課題  
 5.医用テレメータの管理の実際 
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調査対象の医用電気機器 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より引用 

・対象機器は、「生命にかかわる医用電気機器」  
・クラス分類が「高度管理医療機器」の中から比較的古い機種と新しい機種を選定 
  1）輸液ポンプ 5 台 
  2）シリンジポンプ 4 台 
  3）血液浄化装置 4 台 
  4）体外式ペースメーカ 4 台 
  5）人工呼吸器 2 台 
  6）補助循環用バルーンポンプ駆動装置 1 台 
  7）経皮的心肺駆動装置 2 台 
  8）補助人工心臓駆動装置 1 台 
  9）閉鎖循環式定置型保育器 2 台 計 25 台を対象   
・擬似装置等を用いて動作させ、各種設定の感度レベルは設定可能範囲の中で最も 
 高感度な状態とし、警告音量は最大と設定  
・動作設定や電波の影響を受けやすそうな部品等の配置確認、影響発生時の状況確 
 認のため、各医用電気機器の技術者が立会い  
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調査に使用した無線アクセス方式 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より引用 

・調査対象の無線アクセス方式はW-CDMA（スマートフォンや携帯電話等の第三世代移動通信方式） 

  ※LTE とした影響測定も実施 

・無線周波数は、我が国の割当てである 800 MHz 帯、1.5 GHz 帯、1.7 GHz 帯、2 GHz 帯 

・送信出力電力は 250mW（①の際には 10ｍＷでも調査） 

・電波の医用電気機器への照射 
 
 ①半波長ダイポールアンテナ等を用いた模擬システム 
  無線アクセス方式の規格で規定された電力をアンテナ 
  に給電する方法 
  （スクリーニングとして実施） 
 
 
 
 
 ②端末実機 
  ※市販されている機種の中 
         から1機種を選出 
  （①で影響があった場合に実施） 

  を用いた 2段階 

 

 

・電波発射源が模擬システムの時の呼称は「半波長ダイポールアンテナ」 

 携帯電話端末実機では「端末実機」と称する 
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影響のカテゴリー分類 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より引用 

影響状況のカテゴリー分類は、平成14年に公表

された「電波の医用機器等への影響に関する調

査研究報告書」に従っている。  

・物理的な障害状態は 
 「可逆的状態」と「不可逆的状態」の2種類 
・診療や治療に対する障害状態は5種類に分類 
・カテゴリー分類は、物理的な障害状態と診療 
 と治療に対する障害状態を組合せた 
 10段階の分類従って医療従事者が実施  
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結果 影響調査結果の分析（輸液ポンプ） 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より作成 30 
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結果 影響調査結果の分析（シリンジポンプ） 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より作成 31 
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結果 影響調査結果の分析（血液浄化装置） 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より作成 32 
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結果 影響調査結果の分析（体外式ペースメーカ） 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より作成 33 



Department of  Healthcare Information Management/ Department of Hospital Planning and Management / Center for Liaison and Public Relations, The University of Tokyo Hospital 

結果 影響調査結果の分析 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より引用 34 
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結果 影響調査結果の分析（補助人工心臓駆動装置） 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より作成 35 
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結果 影響調査結果の分析（閉鎖式保育器 ） 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より作成 36 
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結果 影響調査のまとめ 

電波環境協議会：医療機関における携帯電話等の使用に関する報告書（平成26年8月）より引用 

・スクリーニング測定： 
  影響が発生した割合は 72％（18台/25台）  10mW では 20％（5台/25台） 
   800MHz帯12 台(48％) 1.5GHz 帯13 台(52％)1.7GHz 帯は11 台(44％) 
     2GHz帯9 台(36％) 
 

・携帯電話端末実機： 
  影響が発生した割合は 52％（13台/25台） 
   800MHz帯11台(44％) 1.5GHz 帯9 台(36％) 1.7GHz 帯は7 台(28％) 
   2GHz帯5台(20％) 
 

・発生距離が最も大きい：輸液ポンプ18cm （不可逆・カテゴリー4 ） 

  ※携帯電話端末実機、許容できる影響を除く 
 

・スクリーニング測定でカテゴリー5 の影響 

  輸液ポンプとシリンジポンプ→端末実機からの電波ではカテゴリー4 の影響へ 
 

・血液浄化装置： 

  携帯電話端末実機からの電波でカテゴリー5 の影響が距離 2cm で発生 
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本日の内容   
  
 1.医療機関における携帯電話等の 
      使用に関する指針  
 2.携帯電話使用指針の根拠となる 
    医療機器への影響        
 3.医療機関において安心・安全に 
      電波を利用するための手引  
 4.医療機関内での電波の使用例と 
      管理体制構築への課題  
 5.医用テレメータの管理の実際 
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手引の公表 

 

・平成28年4月に電波環境協議会から 

 「医療機関において安心・安全に電波を利用するため 

  の手引」 

  が公表されました。 

 http://www.emcc-info.net/info/info280404.html   
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はじめに 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 40 
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医療機関における電波利用の現状 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 41 
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課題 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 

医療機関において適正な電波環境を確保するための課題 
①医用テレメータや無線LAN等の利用に伴うトラブル等の
発生原因や対応策等に関する情報が不足 

②携帯電話等の電波利用機器の導入コストや医療機器
への影響に対する懸念 

③電波及び電波管理等に関する知識を持つ関係者が少
ない 

④部門横断的な電波管理責任者及び管理体制の不備 
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取組概要 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（平成28年4月）より引用 

原則1）電波利用状況の把握とリスク対策 
 ◆医療機関内の各部署で電波利用機器の確認とリスト化 
 ◆電波環境の調査 
 ◆電波利用に伴う潜在的なリスクの確認 
 ◆リスク低減方法と影響発生時の対策方法の確認 
 
原則2） 
 ◆各部門における電波管理担当者の確保 
 ◆電波利用安全管理委員会（仮称）や窓口（電波管理責任者）の設置 
 ◆機器等調達時の連携体制 
 ◆電波利用ルールの策定 
 ◆リテラシーの向上 
 ◆役割分担と責任の明確化 
 
原則3）電波を利用するための方策の検討と実施 
 ◆機器の調達時、メンテナンス等実施時、トラブル発生時のそれぞれ 
  で電波を安心・安全に利用するための方策の検討と実施 
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手引で対象とする電波利用機器（例） 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 44 
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医用テレメータ 

 医用テレメータは47.9％の医療機関が導入 
 無線チャンネル管理等を実施している機関は48.1％のみ 
 電波に関連するトラブルとして数多くの事例が報告 

45 電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 
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医用テレメータのトラブル事例 

他、院内の地上デジタル放送や衛星放送の配信
ケーブル、テレコンテレメータ等からの電波干渉  
事例が報告 

事例③ 他機器からの電波干渉 

LED照明器具 無線LAN 

ナースコール廊下灯 

  

      
  

  

  

事例① 電波が届かない 

電池切れ 遮られる 遠い 

アンプが正しく設定されていない 混信 

増
幅
器 

増
幅
器 

過剰な信号増幅 

事例② 不適切なチャンネル設定による混信・アンプが 

      正しく設定されていないことによる自己ノイズの増加 

離床センサ 

（例） 

事例④ 近隣する複数病院の間での混信等 

46 電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 
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医用テレメータのトラブル事例 

財団法人 日本医療機能評価機構：医療事故情報収集等事業 医療安全情報より引用 47 
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医用テレメータのトラブル事例 

財団法人 日本医療機能評価機構：医療事故情報収集等事業 医療安全情報より引用 48 
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医用テレメータの導入時の注意点 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用・改変 

★測定の手順 
 ・送信機を医療スタッフに装着 
 ・セントラルモニタで受信状況を確認（心電図波形が表示されているか？） 
 ・送信機を装着した医療スタッフが順次病棟内を移動 
  各場所で電波信号が正しく受信されているか確認 
 ・トイレ（病室内、共用）の扉や病室の扉を閉めた時の状態も確認 
 ・送信機を体で覆うようにした際の受信状態を確認 
 
★結果の判定 
 ・受信ができている場合 ⇒ 心電図波形  
 ・受信ができていない場合 ⇒ 矩形波やノコギリ波 ⇒ 電波状況の改善が必要 
 ・扉を閉めた時等に、受信ができない ⇒ 受信電波が弱い ⇒ 電波状況の改善が必要 
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医用テレメータの導入時の注意点 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 50 
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無線LAN（概要） 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 51 
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無線LAN（トラブル事例） 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 52 
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携帯電話（課題） 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用・改変 53 
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携帯電話 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用・改変 

★測定の手順 
 ・病院内での電波状況の傾向の確認 
  ⇒携帯電話端末に表示されるアンテナの 
   本数を記録 
  ⇒向きを変えてアンテナ本数の表示が最も 
   少なくなった時を記録 
  ⇒測定場所とアンテナ本数の表示値を合わせ 
   て示すと、携帯電話の電波状況のおおよそ 
   の傾向 
 
★結果の判定 
 ・本数が少ない⇒電波状況が悪い⇒発射される 
  電波強度は比較的大きくなる傾向 
  ⇒携帯電話事業者に相談 
 ・本数が多い⇒電波状況が良い 
  ※ベストエフォート制御により一時的に強い 
   電波を発射する場合も考慮 
  ※携帯電話会社で電波状況は違う可能性 
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電波を管理する体制の整備 

電波環境協議会：医療機関において安心・安全に電波を利用するための手引（概要）（平成28年4月）より引用 55 
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今からできること 

★手引を読んで、現状のリスクを把握 

 （特に医用テレメータ） 

 

★電波を利用する機器を導入する際には、関係部署と連携 

 する心構えを持ち、既存に設置されている機器への影響  

 を忘れない 

 

★製造・販売業者は電波を利用する機器を医療機関へ導入 

 する際には、他機器への影響があることを熟知した上で 

 導入する 

目に見えなくても電波を管理することが 
必要であるとの意識を醸成 
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参考に 

http://plaza.umin.ac.jp/~me-guidelines/index.html#download_frame      医用テレメータ    ガイドライン    検索 57 
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本日の内容   
  
 1.医療機関における携帯電話等の 
      使用に関する指針  
 2.携帯電話使用指針の根拠となる 
    医療機器への影響        
 3.医療機関において安心・安全に 
      電波を利用するための手引  
 4.医療機関内での電波の使用例と 
      管理体制構築への課題  
 5.医用テレメータの管理の実際 
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東大病院の理念・目標 
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病院運営体制 
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東大病院の概要 
病床数 ：一般病床 1,163床 
        精神病床      54床 
       合計1,217床 

1日平均入院患者数 ： 1,040人  
1日平均外来患者数 ： 2,939人 
延入院患者数： 約38万人 
延外来患者数： 約71万人  
年間手術件数： 10,960件  

（H27年度実績） 
職員数： 3,940人 
  医師（含む研修医）  1,317人 
  看護職  1,345人 
        医療技術職員   572人 
        その他   706人 

ICU/CCU：34床 救命救急センター：20床 
PICU：6床 NICU：9床 MFICU：6床  

GCU：15床 
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東大病院の場合 

・1998年から院内PHSを導入 

 →2001年に手術室内の医用電気機器等について 

  PHS電波の影響調査を実施の上、独自のルールを作成 

・2004年頃からいくつかの大学病院で、院内での携帯電話の 

 使用を一部解禁する動きがメディア等で報道 

・全面的に院内での携帯電話の使用を禁止していたが、当院 

 でも携帯電話の使用ルールを見直し 

 →携帯電話による実際の医用電気機器への影響調査を実施 
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院内PHS導入直後⇒手術室内使用の制限無し。 

   院内PHS導入からしばらくして、院内PHSがME機器、特に体
外式ペースメーカに影響を与える!?という発信元の分からない情
報が浮上 

  当院での安全性の確認がなされていないため、手術室におけ
る院内PHSの使用は禁止 

1997年3月に発表された「医用電気機器への電波の影響を防
止するための携帯電話端末等の使用に関する指針」 
この指針を参考に手術室における院内PHSの使用を禁止。 
しかし、病院内の関係部署が強制的に禁止している訳では無い。 

情報の発信元は・・・ 

手術室における院内PHSの使用制限の移り変わり 
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・電磁波に特に影響を受けやすいとされている体外式ペース 
  メーカおよび、手術室内で実際に使用されている医療機器に 
  対して院内PHS端末実機による電波照射実験を行い、その影  
  響を調べた。 
・院内PHS端末実機による電波照射実験の結果を踏まえ、院内   
  PHSの手術室での使用に関する安全性と指針を検討した。 

院内PHSは手術室内で使用されている医療機器に対し
生命に危険を及ぼす程の影響を与えるのか？ 

VS 院内PHSは次世代の優れた 
構内通信手段 医療機器への影響 

手術室における院内PHS使用のための調査 
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生命維持管理装置を中心に、手術室内で使用している医
療機器に対し院内PHS端末実機による電波照射実験を
行った。 
・医療機器を動作状態とし、院内PHS端末実機を機器に密着さ  
  せた状態で発信・着信を行い、機器の動作状態を注視した。 
 
・これを多方向から行い、異常状態があった場合には徐々に院内     
  PHS端末実機を遠ざけ、その最大距離を最大干渉距離として   
  測定、同時に機器の異常状態とその障害が可逆的か不可逆的   
 であるかを記録した。 
 
・特に院内PHS端末実機の発信・着信の瞬間の動作状態を注意 
  深く観察した。 

方法 
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合計：40分類 102機種 116台 

・シリンジポンプ 5機種 5台 

・患者監視装置 6機種 6台 ・除細動器 2機種 2台 
・人工心肺装置 2機種 2台 ・熱メス 1機種 2台 
・補助循環装置 5機種 5台 ・内視鏡装置 2機種 2台 
・麻酔器 7機種 8台 ・開放式保育器 1機種 1台 
・人工呼吸器 5機種 6台 ・超音波血流計 4機種 4台 
・血液浄化装置 8機種 9台 ・超音波診断装置 3機種 3台 
・輸液ポンプ 2機種 2台 ・記録装置 3機種 4台 

・その他の機器   24分類  41機種  46台 
・体外式ペースメーカ 5機種 9台 

対象機器 
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参考：携帯電話端末等の使用に関する調査報告書 
   （不要電波問題対策協議会1997年3月発表） 

物理的状態 診療障害の状態 
A 不可逆的 危険な致命的状態 
B 可逆的 持続すると致命的状態 

可逆的 誤診療状態 
不可逆的 診療を妨げている状態 

D 可逆的 診療を妨げている状態 
E 正常 正常 

医療機器の障害の程度 

C 

医療機器障害の分類 
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実験対象機器合計 40分類 102機種 116台中 
影響有り：5分類 7機種 9台（7.8％） 

・患者監視装置 影響なし ・除細動器 影響なし 

・人工心肺装置 影響なし ・熱メス 1機種2台に影響あり 

・補助循環装置 影響なし ・内視鏡装置 影響なし 

・麻酔器 1機種1台に影響あり ・開放式保育器 1機種1台に影響あり 

・人工呼吸器 影響なし ・超音波血流計 3機種3台に影響あり 

・血液浄化装置 影響なし ・超音波診断装置 影響なし 

・輸液ポンプ 影響なし ・記録装置 1機種2台に影響あり 

・シリンジポンプ 影響なし ・その他の機器   影響なし 

・体外式ペースメーカ 影響なし 

結果1 
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分 
類 

割合 
（％） 機種/台数 対象機種名 影響箇所 影響の状況 最大干渉距離 

   （cm) 
可逆/ 
不可逆 

A 0 0 × × × × × 
B 0 0 × × × × × 

開放式保育器 
温度表示部の 
ゲージ 
（アナログ） 

温度表示部のゲージ 
（アナログ）がPHS端末 
 の走行方向に動いた 

3 可逆 

超音波血流計 スピーカ及び 
ディスプレイ 

ノイズ混入 
アーチファクト混入に 
 よりディスプレイの 
 計測値異常 

1.5 可逆 

記録装置 
（ビデオデッキ） テープカウンタ 勝手に戻った 2.5 不可逆 

麻酔器 ノイズ混入 7.5 可逆 
熱メス スピーカ ノイズ混入 44 可逆 
超音波血流計 スピーカ ノイズ混入 46 可逆 
超音波血流計 スピーカ ノイズ混入 13 可逆 

E 92.2 95機種107台 上記以外全て 

3.4 C 3機種4台 

4.3 4機種5台 D 

スピーカ 

結果2 
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  干渉機種数と干渉距離の関係 
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結果3 
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実験対象機器合計 40分類 102機種 116台中 
影響有り：5分類 7機種 9台（7.8％） 

その製造年は・・・ 

不明    2台   (超音波血流計） 
1988年 1台 （開放式保育器） 
1991年 1台 （麻酔器） 
1995年 1台  （超音波血流計） 
1999年 2台  （ビデオデッキ） 
2001年 2台  （熱メス） 

古い機器がより電波の影響をうけやすい傾向にあるが、新しい
機器が必ずしも、影響を受けないわけではない。 

結果4 
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・実験対象の医療機器の内、約7.8％に影響が認めら  
  れ、超音波血流計、内蔵スピーカを有する機器等が    
  電磁干渉を受けやすい傾向にみられた。 

・院内PHS端末の影響を受ける機器は存在するが、   
  生命に危険を及ぼす内容ではなかった。また、その   
  影響は院内PHS端末と医療機器までの距離に依存  
  していると考えられる。 

・従って、院内PHSはその使用基準を定めれば、手術   
  室内においても安全に有効に使用できると考えられる。 

考察 
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手術部における院内PHSの使用基準 

使用基準のポイント 
院内PHSに限る             
専用ストラップを必ず着用 
→一般のPHS、携帯電話との差別化 
一般のPHS、携帯電話の使用禁止 
→携帯電話は医療機器に影響を与える 可能   
   性が大きく、一般PHSは携帯電話と形状が 
   似ているため 
患者さん及び全ての医療機器から                    

                        1m以上離れて使用 
→患者さんへの配慮、及び実験結果から0.5m 
   以上離れると影響は見られなかったため 
実験結果                                           
   最大干渉距離（0.5m）×安全係数（２）＝1m 
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 ME  Newsletter  

・各病棟への情報提供 
・調査していない医療機器を   
  導入する際の電波照射実験 
・院内PHS使用基準の見直し 

院内PHSを安全に有効に 
使用するための         

臨床工学部門の重要な役割 

院内PHS使用における臨床工学部門の役割 
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当院での経験（携帯電話） 

・院内で使用している医療機器を調査対象とし、携帯電話に 

 一番影響を受けると予想される設定で動作（トリガ感度を 

 鋭敏にするなど） 

・特に影響を受けそうな部分（センサー類、電極リード線や  

 その接合部等）に携帯電話端末実機を密着させた状態で 

 発信、着信を繰り返し影響が確認された場合には徐々に遠 

 ざけ、最大干渉距離と影響の内容を記録 

・影響が可逆的／不可逆的であるかを記録し、数回繰り返す 

 ことで再現性を確認 

・影響の内容をカテゴリー分類 

・2004年頃からいくつかの大学病院で、院内での携帯電話の 使用を一部解禁する動きがメディア等で報道 
・全面的に院内での携帯電話の使用を禁止していたが、当院でも携帯電話の使用ルールを見直し 
 →携帯電話による実際の医用電気機器への影響調査を実施 
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当院での経験 

実際に対象医療機器を作動 携帯電話端末実機を密着 

影響がある場合には、 
影響の内容、最大干渉距離、可逆的/不可逆的を記録。 
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調査に使用した携帯電話 

・3社6機種の携帯電話を影響調査に使用 

・最大出力が強い傾向にある第2世代の携帯電話を3機種、FOMAなどの  

 第3世代の携帯電話を3機種使用 

No 型式 メーカ サービス名 方式 サービス 提供
会社 世代 

1 N505i NEC MOVA PDC NTTドコモ 2 

2 D505i 三菱電機 MOVA PDC NTTドコモ 2 

3 V601SH SHARP   PDC 旧Vodafone 2 

4 N900i NEC FOMA W-CDMA NTTドコモ 3 

5 A1304TⅡ 東芝 cdmaOne CDMA2000 1x KDDI 3 

6 A5502K 京セラ cdmaOne CDMA2000 1x KDDI 3 
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調査対象機器 
・代表的な機種や製造年が古い機種を選定し、57機種57台を対象 

機器分類 対象機種数 機器分類 対象機種数 

人工呼吸器 5 除細動器 5 

移動用人工呼吸器 3 セントラルモニタ 1 

加温加湿器 2 ベッドサイドモニタ 7 

輸液ポンプ 4 送信機 4 

経管栄養ポンプ 1 心電計 2 

シリンジポンプ 1 ネブライザ 5 

体外式         
ペースメーカ 6 SpO2モニタ 2 

低圧持続吸引器 1 フットポンプ 3 

血液浄化装置 2 自動血圧計 1 

水処理装置 1 分娩監視装置 1 
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調査結果（サマリー） 
調査期間 2004年10月～12月（約2ヶ月） 

○影響を受けた機種数41機種（71.9％） 

○最大干渉距離：280cm 体外式ペースメーカ 

○不可逆的な影響を受けた機種：2機種 分娩監視装置、人工呼吸器 

機種分類 影響内容 

体外式ペースメーカ オーバーセンシング、センシング不良、異常時ペーシング発生。 

分娩監視装置 測定値異常。スピーカにノイズ音混入。 

ベッドサイドモニタ 心電図波形にノイズ混入。NIBP測定不能。SpO2波形にノイズ混入。動脈圧
測定異常（異常変化）。画面がぶれる。 

加温加湿器 加温し続ける。 

人工呼吸器 トリガ異常（オーバーセンシング）、吸気流速変化、1回換気量変化。 

SpO2モニタ スピーカにノイズ音混入。 

移動用人工呼吸器 トリガ異常（オーバーセンシング）。 

自動血圧計 NIBP測定不能。 

低圧持続吸引器 表示値異常。 

輸液ポンプ 近づけると音が発生。 

○主な影響例 
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調査結果 
調査期間 2004年10月～12月（約2ヶ月） 

機種名 ベッドサイドモニタ

影響内容
・ECG波形にノイズ混入
・NIBP測定不能
・スピーカへノイズ音混入

機種名 心電計

影響内容
・ECG波形に
ノイズ混入

機種名 人工呼吸器

影響内容
・異常トリガ
・吸気流速異常 80 
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調査結果 
調査期間 2004年10月～12月（約2ヶ月） 
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調査結果 
調査期間 2004年10月～12月（約2ヶ月） 

No 型式 メーカ サービス名 方式 サービス提供会社 世代 影響を与え
た機種数 

最大干渉 
距離(cm) 

1 D505i 三菱電機 MOVA PDC NTTドコモ 2 38 (66.7%) 280 

2 N505i NEC MOVA PDC NTTドコモ 2 38 (66.7%) 143 

3 V601SH SHARP   PDC 旧Vodafone 2 24 (42.1%) 189 

4 A1304TⅡ 東芝 cdmaOne CDMA2000 1x KDDI 3 16 (28.1%) 90 

5 A5502K 京セラ cdmaOne CDMA2000 1x KDDI 3 9 (16.7%) 62 

6 N900i NEC FOMA W-CDMA NTTドコモ 3 1 (1.8%) 23 

・調査結果や他院の状況等をまとめて報告書として病院へ提出 

・2007年の10月から携帯電話は場所を限定して院内で使用可能 
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携帯電話、PHSなどの電波が医療機器に与える影響の要因 

①電波の強さや周波数など←新しい通信機器の開発により変化 

②医療機器の機種、製造年、使用環境など←各病院で様々 

院内PHSの使用制限や携帯電話の解禁などを検討するには 
各病院における医療機器への影響調査の必要性 

しかし、誰がその調査を行うのか？→臨床工学技士が適任！ 
ではあるが・・・、臨床工学技士の業務は多忙、人員不足。調査を 
する時間が無いのも事実。電磁環境についての知識も必要。 

臨床工学技士の人員確保と 
業務拡大、臨床ME専門認定士などの活躍 

臨床工学技士が医療電磁環境に関わる上での課題 
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本日の内容   
  
 1.医療機関における携帯電話等の 
      使用に関する指針  
 2.携帯電話使用指針の根拠となる 
    医療機器への影響        
 3.医療機関において安心・安全に 
      電波を利用するための手引  
 4.医療機関内での電波の使用例と 
      管理体制構築への課題  
 5.医用テレメータの管理の実際 
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チャンネル管理 

★ 2社のセントラルモニタシステムが混在 

  ⇒納品台数の多い1社が幹事社として、製造販売業者が 

    チャンネル及びゾーンを管理 

  ⇒チャンネル表は、製造販売業者が更新 

  ⇒臨床工学技士は、トラブル時のみ対応 

  ⇒日常的なメンテナンスなどは実施せず 

昔の医用テレメータ管理（10年以上前） 

85 



Department of  Healthcare Information Management/ Department of Hospital Planning and Management / Center for Liaison and Public Relations, The University of Tokyo Hospital 

当院での一般管理病棟（約1150床）セントラルモニタシステム 

  ・セントラルモニタ29台 

  ・ベッドサイドモニタ（含送信機）174台 

問題点 

（1） 2社のセントラルモニタシステムが混在 

（2）稼働率が部署ごとで大きく異なる（不足部署，過剰部署） 

（3）病棟再編への対応が必要 

（4）老朽化（購入後10年以上経過したシステムが17部署ある） 

新しいセントラルモニタシステム 

 →ベッドサイドモニタを病棟据え置きから貸出へ 

ベッドサイドモニタ 

送信機 

昔の医用テレメータ管理（10年以上前） 
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当院での医療機器の管理 

外来，病棟 

電話連絡       
による機器貸出依頼 

24時間365日対応 

タッチパネル式  
ME機器貸出  

端末へ貸出登録 

搬送専門職員による  
手搬送(30分以内) 

MEセンター 

使用が終わった機器
は各病棟の      

機器返却場所へ 

搬送専門職員による 
1日2回の定時回収，

および随時回収 

～返却業務～              
清拭(搬送専門職員，臨床工学技士） 
終業点検実施（臨床工学技士） 

～貸出業務～                
電話対応 
（搬送専門職員，臨床工学技士） 

中央管理化の概念 
① 病棟に不要な機器を置かない 
② 患者の病棟間移動と共に機器も移動 
③ 使用済み機器はMEセンターに返却 
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使用状況の調査 

ベッドサイドモニタの稼働率は
平均33.7％ 
モニタ数が不足している部署
があった 

・病棟間のばらつきが大きい 

・使用数増加時の対応が難しい 

問題点 

各病棟にセントラルモニタ， 
ベッドサイドモニタを固定配置 

病棟ラウンド時，各病棟週1回以上セントラル
モニタよりベッドサイドモニタの使用数を調査 

使用状況の調査 
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稼働率の改善 
病棟再編 

メンテナンスの容易さ 
 
 

ベッドサイドモニタを病棟据え置きから 
中央管理体制へ 

 

中央管理化の試み 
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フロアごとのゾーン管理 
 

病棟でのチャンネル変更禁止 

大前提 
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・セントラルモニタ（据え置き） 

利用実績をもとに余裕をもたせた
最大管理数でチャンネル割当 

 
一部ベッドサイドモニタ/送信機を 

定数配置 

各病棟 MEセンター 

その病棟に適した 
チャンネルで貸出 

・チャンネル変更可能な 
  ベッドサイドモニタ/送信機 

新しい貸し出しシステム 
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メリット 
 ・必要の無いモニタが放置されることがない 
  →稼働率の上昇 
 ・同じチャンネルでベッドサイドモニタ、送信機が使用で 
  きる 
  →病棟の患者重症度の変化に容易に対応可能 
 ・モニタ故障時、器機を交換できる 
  →チャンネルのダウンタイムがほぼ無い 
デメリット 
 ・手間がかかる 
 ・チャンネル変更を行うため、間違いのリスクが発生 

メリット・デメリット 
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① 貸出依頼（電話連絡） 
病棟の空きチャンネルと未使用モニタの有無
を確認。 

送信機を貸して下さい。CH 2011
が空いています。 

定数は使ってしまいました。 

定数モニタはありませんか？ 

使用状況確認シート（Excel） 

MEセンター 

病棟 

・使用状況確認シートにて、 
 病棟使用チャンネルの確認 
・機器管理データベースにて機器の 
 所在地を確認 
→二重のチェックで同チャンネルの 
 重複貸出を予防する 

実際の貸し出し方法 
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②設定変更 
・チャンネル設定変更用PCの専用

チャンネルライタソフトを用いてモニ
タのチャンネル変更 
・400MHｚ帯特定小電力無線テス
ターにて電界強度とチャンネル確認 
・記録（使用状況確認シート、機器 
 管理データベース） 
 
※所要時間：約5分（1台あたり） 

③お届け 
・通常の機器とは異なり、MEが病棟

まで搬送し、セントラルモニタとの通
信チェックを行う 

実際の貸し出し方法 
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勉強会の様子 
  勉強会は19フロア対象 
  1日3回、1週間を要した 

勉強会終了後、 
新システムを導入へ 

導入に向けて 
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モニタを使用する＝責任を伴う 

研修が重要 
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同一チャンネルで2つのモニタ（CH4060）を使用
すると正確な波形が得られず、ノイズが見られた 

CH4060 

CH4060 

研修が重要 
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所有台数 管理化前 
管理化後 

増加分 
既存 新規購入 

セントラル 
モニタ 29台 

13台 18台 
2台 

31台 

ベッドサイド 
モニタ 174台 123台 

70台 
（※15台追加 

購入） 
19台 

※モニタ不足の為、運用開始後追加購入 

運用開始前後の台数 
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ICU拡張工事のため重症患者が一般病床へと移動
したことで、モニタの必要度が高まった。 
そのためベッドサイドモニタの総数が以前より増加し
たにも関わらず、稼働率が大幅に上昇した。  

中央管理化前 
稼働率平均33.7％ 

中央管理化後 
・稼働率：平均61.9％ 
・貸出台数：平均41.1台/月 
・貸出期間：平均11.9日/台 
（集計期間2006.11.1～12.22） 

運用開始直後の稼働率 
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 周産母子部⇒総合周産期母子医療センター開設に
伴うMFICUの新規増設、重症心不全病棟などのモ
ニタ要望数の増加により、2006年当初より約40
チャンネル管理数増加。 

所有台数 管理化直後 2012年 

セントラル 
モニタ 31台 35台 

ベッドサイド 
モニタ 193台 238台 

その後の運用状況 
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• 病棟据え置きのシステムから中央管理へ移行し、稼働率の
上昇につながった 

• モニタ故障時のチャンネルダウンタイムは1日以内となった 
• ベッドサイドモニタと送信機の入れ替え依頼もコンスタントに

ある 
 
 

中央管理化により 
医用テレメータの有効利用が可能 

チャネル管理等の安全管理にも大きく貢献 

システム変更の結果 
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新しい建物でも・・・ 
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まとめ 

・電波を使用する機器と医療機器の安全管理は目に見えない 
 分高度な知識が要求 
 
・今回の指針や手引では、EMCに関する体制の充実として、 
 EMC管理者の配置や電波管理責任者についても言及 
 
・近い将来、臨床工学技士や臨床ME専門認定士等を中心に 
 各医療機関でのEMC管理、電波の管理に関する積極的な 
 取り組みが期待 
 
・手引を参考に、各医療機関での取り組みが重要 
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